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企画について

新型コロナウイルス感染予防の観点から、広く開催されるようになったウェビナ
ー。コンテンツの制作や配信が比較的容易にできることもあり、様々なテーマの
ウェビナーが各所で開催されております。在宅勤務が拡大したことが大きな追い
風になり、場所を選ばず手軽に参加できるウェビナーは、情報収集の大きな手段
の一つとなりました。一方で、手軽に開催、参加できるがゆえに、「集客」面で
の課題を抱える企業様が非常に多くなっています。

・自社でウェビナーを開催したものの、集客数が思いのほか伸びない…
・集客はできたものの、見込み顧客へのアプローチが出来ていない…

東洋経済の10年以上にわたるセミナー開催実績に裏付けられた「企画力」「集客
力」は、差別化の難しいオンラインセミナーにこそ活かされます。東洋経済の良
質なハウスリストから、今までアプローチできなかった新しい顧客にリーチする
ことが可能です。各企業が抱える課題に対して、貴社の製品・サービスによる解
決策とその導入メリットを、企業の意思決定権を持つ視聴者にPRすることが可能
です。
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企画について

14:30～15:00（30分） 外部ゲスト講演

15:00～15:30（30分） 協賛社１ プレゼンテーション

15:30～16:00（30分） 協賛社２ プレゼンテーション

16:00～16:30（30分） 協賛社３ プレゼンテーション

※講演順は、決定優先とさせていただきます。
※タイムテーブルは仮となります。
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主 催 ：東洋経済新報社
協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社)
参加対象 ：企業の経営層・経営企画部門（特に法務機能の強化に課題を感じる方）
聴講料 ：無料（事前登録制）
登録数 ：300名目標
配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式
配信時間 ：約2時間00分



タイトル

開催概要 3

概要

視聴対象者 企業の経営者、経理、財務部門の意思決定者の方など

講演者候補 ※未交渉

デジタル完結の時代におけるバックオフィス変革とは
～インボイス制度・電帳法改正を武器に変える企業戦略～

開催時期 2023年6月開催（予定）

2023年はまさにバックオフィスにおける経理業務は大きな転換期といえます。
「インボイス制度の導入」、「改正電子帳簿保存法の施行」により、請求書のデジタル化が求められ、これを機に請求書にまつわる業務フロ
ーを再構築しようとしている企業も多いのではないでしょうか。まさにこういった転換期は大きなチャンスでもあり、既存業務のデジタル化
に留まらず、全社的な業務改革まで繋げることができる可能性があります。
本セミナーでは、「インボイス制度」、「改正電子帳簿保存法」について正しく理解し、バックオフィス変革につなげ、全社変革に導くた
めにどのように考え、日々の業務に落とし込んでいくべきなのかを考察していきます。

東京大学 大学院経済学研究科・経済学部教授
柳川範之 氏

1988年慶應義塾大学経済学部通信教育課程卒業、1993
年東京大学大学院経済学研究科博士課程修了。経済学博
士（東京大学）。慶応大学専任講師、東京大学助教授、
同准教授を経て、2011年より現職。新しい資本主義実現
会議有識者議員、内閣府経済財政諮問会議民間議員、東
京大学不動産イノベーション研究センター長、東京大学
金融教育研究センター・フィンテック研究フォーラム代
表等。 著書に『Unlearn（アンラーン） 人生100年時代
の新しい「学び」』（日経BP社、為末大氏との共著）、
『東大教授が教える独学勉強法』（草思社）、『日本成
長戦略 40歳定年制』（さくら舎）、『法と企業行動の
経済分析』日本経済新聞社等。）

デジタル庁 国民向けサービスグループ企画調整官
加藤博之 氏

東京大学卒。財務省（主税局、主計局）、国税庁を中心
に勤務し、2021年9月より現職。その間、在ベトナム日
本国大使館でも勤務。その際、成長著しい東南アジアの
国の税・財政のポリシーメイキングにも参画。
財務省主税局では、消費税制度全般を担当し、軽減税
率・適格請求書等保存方式（インボイス制度）を設計。
現在、Japan Peppol Authorityの責任者として、
Peppolに対応したデジタルインボイスの普及・定着を目
指す。

税理士・ＳＫＪ総合税理士事務所所長
袖山 喜久造 氏

国税庁・東京国税局調査部で長年法人税調査等を担当。
2012年税理士開業後、企業の税務・電子化コンサルティ
ングを行う。 2019年5月SKJコンサルティング合同会社
（https://tax-wave.com/index.html）設立。 JIIMA法
務委員会アドバイザー。



関心の高まり 4

「DX推進」について、特に課題を感じている分野がありましたら教えて下さい
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DX推進に関する課題について聞いたところ、約3割が業務の効率化に関する課題を感じている。また、2割が顧客データの活用や営業活動の効率化
など、営業DXに関する課題を感じている。経営者・役員に絞って集計すると、インボイス制度・電子帳簿保存法改正に課題を感じている方が多い。

■調査対象者：東洋経済オンライン メール会員ユーザー
■調査期間：2023年1月22日～2023年1月29日
■回答総数：1075件
■調査方法：東洋経済オンラインメール会員向けのメールによるインターネット調査

経営者・役員



スポンサーメニュー

① プレゼンテーション（30分）

② 事前登録者リスト（300名想定）

事前登録者リスト（会社名・部署名・役職・電話番号・メールアドレスなど）を開催翌営業日にご提供。

※登録人数ならびに視聴人数の保証は行っておりません。

※競合排除はできません。

③ 事前登録者へ資料送付(任意)

セミナー登録者に貴社資料を送付（メールにてダウンロードURLをご案内）。

ご協賛費 3,000,000円(税別)

キャンセル料について

原則、申込後のキャンセルはいたしかねます。申込書受領後のキャンセルは下記のキャンセル料が発生いたします。
予めご了承ください。
・開催日の３か月前の同一日以降１カ月前の同一日の前日の受付終了時間までは協賛費の50％
・開催日の１か月前の同一日以降は協賛費の100％
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お申込締切 3月31日（金）

オプションメニューについて

内容：セミナーの開催レポートを週刊東洋経済（誌面）
もしくは東洋経済オンライン（WEB）へ掲載します。

費用：
■WEBのみ：300万円（税別、制作費込、10,000PV保証）
■誌面のみ：210万円（税別、制作費込、4色2ページ）
■WEB+誌面：410万円（税別、制作費込、10,000PV保証）
※誌面をそのまま転載します。



【配信形式について】
事前収録した動画をv-cubeの配信プラットフォームで配信（疑似ライブ配信）

告知
ページ

申込
フォーム
ページ

協賛社様に
申込情報の

報告告知
メール
配信

視聴
サイト

視聴サイ
トのURL
通知

オンラインセミナーの実施の流れ

講演録画
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視聴画面イメージ



他の媒体と統一したデザインで制作。開催の約1～１ヶ月半前にオープン

東洋経済セミナーサイト

スライダーでバナー表示

個別申込ページ

各種メルマガのリンクはこの個別申込ページに遷移しま
す。

東洋経済セミナーサイト

現在申込募集中のセミナーが表示されます。

▼申込登録画面に移ります

集客施策 7



東洋経済オンライン編集部メール 東洋経済メール

1通全体でセミナー単独の告知を配信東洋経済オンラインのオススメ記事と一緒に配信

〈ターゲット〉東洋経済オンライン無料会員宛
〈配信方法〉毎日配信/HTML形式/約480,000通

〈ターゲット〉東洋経済オンライン無料会員宛
〈配信方法〉毎日配信/HTML形式/約480,000通

TOYOKEIZAI.INC
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※AD枠のいずれかに掲載。

PC SP
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当社過去セミナー参加者宛メール

※個人名宛に配信

当社セミナーに過去ご参加いただいた方にご案内（リピーター多数）

〈ターゲット〉過去に当社セミナーにご参加いただいた方個人宛
に当社よりご案内メールを差し上げます。

〈配信方法〉平日配信/テキスト形式

集客施策 9



スケジュール

３ヶ月前 ２ヶ月前 １ヶ月前 開催月

協賛企業様

東洋経済

お申
込

開
催
（
配

信
）

プログラム企画

集客活動準備
（各種告知物制作・

サイト準備）

集客活動
（メルマガ等）

講演資
料準備

集客活動準備
（講演内容ご決定・
素材のご支給）
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●リストのご提供
（開催日翌日）

講演
録画

(開催の1
か月前目

安)



TOYOKEIZAI.INC

【お問合せ】
株式会社東洋経済新報社 ビジネスプロモーション局

ブランドスタジオ・セミナー事業部
bp-seminar@toyokeizai.co.jp

〒103-8345
東京都中央区日本橋本石町1-2-1

mailto:bp-seminar@toyokeizai.co.jp

